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漁港及び漁場の整備等に関する法律（漁港法）（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（活用推進計画） 

第四十一条 漁港管理者は、その管理する漁港について、漁港施設等活用基本方針

に即して、漁港施設等活用事業の推進に関する計画（以下「活用推進計画」とい

う。）を定めることができる。 

２ 活用推進計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 漁港施設等活用事業の推進に関する基本的な方針 

二 漁港施設等活用事業として求められる事業内容に関する事項及びその実施

期間 

三 漁港施設等活用事業の用に供する漁港施設又は漁港の区域内の水域若しく

は公共空地 

四 漁港施設の円滑な利用の確保、漁港の区域内の水域に設定されている漁業権

の内容たる漁業に係る漁港の利用との調和その他漁港施設等活用事業の実施

に際し配慮すべき漁港の漁業上の利用の確保に関する事項 

五 漁港の利用者の安全の確保、環境との調和その他漁港施設等活用事業の実施

に際し配慮すべき事項 

六 第三号に掲げる漁港施設の貸付け又は同号に掲げる水域（第四十九条第一項

第二号に掲げる漁港水面施設運営権の水域を除く。以下この節において同じ。）

若しくは公共空地における水面若しくは土地の占用に関する事項 

七 漁港施設等活用事業の実施期間が満了した場合その他の事由により第三号

に掲げる漁港施設又は漁港の区域内の水域若しくは公共空地を用いないこと

となつた場合における当該漁港施設又は当該水域若しくは当該公共空地を原

状に回復するための措置に関する事項 

３ 前項第二号に掲げる実施期間は、三十年を超えないものとする。 

４ 漁港管理者は、活用推進計画に第二項第三号及び第六号に掲げる事項（漁港施

設の貸付けに係るものに限る。）を定めるときは、あらかじめ、当該事項に係る

漁港施設の所有者（当該漁港管理者である地方公共団体を除く。）の同意を得な

ければならない。 

５ 漁港管理者は、活用推進計画を定めるときは、あらかじめ、関係地方公共団体、

当該漁港を利用する水産業者及び水産業に関する団体その他の関係者の意見を

聴かなければならない。 

６ 漁港管理者は、活用推進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するとと

もに、農林水産大臣に送付しなければならない。 

７ 前三項の規定は、活用推進計画の変更（農林水産省令で定める軽微な変更を除

く。）について準用する。 
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（実施計画の作成及び認定の申請） 

第四十二条 活用推進計画が定められた漁港において、漁港施設等活用事業を実施

しようとする者は、農林水産省令で定めるところにより、漁港施設等活用事業の

実施に関する計画（以下「実施計画」という。）を作成し、当該漁港の漁港管理

者の認定を申請することができる。 

２ 実施計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 実施しようとする漁港施設等活用事業の内容及びその実施期間 

二 貸付けを受けようとする漁港施設又は水面若しくは土地の占用をしようと

する漁港の区域内の水域若しくは公共空地 

三 漁港施設の貸付けを受けようとする期間又は漁港の区域内の水域若しくは

公共空地において水面若しくは土地の占用をしようとする期間 

四 第二号に掲げる漁港施設又は水域若しくは公共空地において漁港施設等活

用事業により施設の設置を行う場合にあつては、当該施設（以下「活用事業施

設」という。）の種類及び規模その他の当該活用事業施設の設置に関する事項 

五 貸付け又は占用の期間が満了した場合その他の事由により漁港施設の貸付

けを受けないこととなつた場合又は漁港の区域内の水域若しくは公共空地に

おいて水面若しくは土地の占用をしないこととなつた場合における活用事業

施設の撤去の方法その他の当該漁港施設又は当該水域若しくは当該公共空地

を原状に回復するための措置の内容 

六 第一号の漁港施設等活用事業に関する資金計画及び収支計画 

３ 前項第一号に掲げる事項には、当該漁港施設等活用事業の実施に係る第三十八

条第一項に規定する基本施設である漁港施設の利用方法及び当該施設の使用料

の料率を定めることができる。 

４ 第二項第四号に掲げる事項には、活用事業施設の設置に係る次に掲げる事項を

定めることができる。 

一 漁港施設の形質の変更に関する事項 

二 水域又は公共空地における工作物の建設若しくは改良（水面又は土地の占用

を伴うものを除く。）又は土地の掘削若しくは盛土に関する事項 



3 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（欠格事由） 

第五十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、前条第一項各号に掲げる事項を

定めた実施計画の認定の申請をすることができない。 

一 この法律に規定する罪を犯し、刑に処せられ、その執行を終わり、又はその

執行を受けることがなくなつた日から五年を経過しない者 

二 第五十九条第二項（第一号に係る部分に限る。以下この条において同じ。）

の規定により漁港水面施設運営権を取り消され、その取消しの日から五年を経

過しない者 

三 漁港水面施設運営権を有する者（以下「漁港水面施設運営権者」という。）

で法人であるものが第五十九条第二項の規定により漁港水面施設運営権を取

り消された場合において、その取消しの日前三十日以内に当該漁港水面施設運

営権者の役員であつた者で、その取消しの日から五年を経過しないもの 

四 漁港水面施設運営権者で法人であるものが第五十九条第二項の規定により

漁港水面施設運営権を取り消された場合において、その取消しの原因となつた

事実が発生した当時現に当該漁港水面施設運営権者の親会社等（その法人の経

営を実質的に支配することが可能となる関係にある法人として政令で定める

ものをいう。第八号において同じ。）であつた法人で、その取消しの日から五

年を経過しないもの 

五 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七

号）第二条第六号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなつ

た日から五年を経過しない者（第七号において「暴力団員等」という。） 

六 法人であつて、その業務を行う役員のうちに第一号から第三号まで又は前号

のいずれかに該当する者があるもの 

七 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

八 法人であつて、その者の親会社等が前各号（第三号及び第五号を除く。）の


